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は し が き

この要覧は、令和６事業年度における県下水産業協同組合の

組織、財務、経営等の状況を収録したものであり、その内容は、

令和６事業年度水産業協同組合一斉調査及び各組合が作成している

業務報告書に基づいたものです。

本県の水産業協同組合の概要を理解する上で御活用いただければ

幸いです。

また、この要覧の作成に当たって多大なる御協力をいただいた

各組合をはじめ、関係者の皆様方に厚くお礼申し上げます。

令和８年３月

千葉県農林水産部団体指導課長 田中 文久
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凡 例

１ この要覧は、令和７年７月に行った令和６事業年度水産業協同組合一斉調査及び

業務報告書を資料として作成した。

（調査対象は令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間に終了した

事業年度であり、データは特記しない限り、各組合の事業年度末現在のもので

ある。）

２ この要覧は、下記の組合を収録した。

沿海地区漁業協同組合 ２３組合 業種別漁業協同組合 ３組合

内水面漁業協同組合 １８組合 漁業生産組合 ３組合

水産加工業協同組合 ８組合

３ 集計値は、表の数値を算出する単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の

合計は必ずしも一致しない。
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Ⅰ 現況分析
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１ 令和６年度における本県漁業の概況

本県漁業をとりまく環境は、自然環境の変化等に伴う漁場の変化や漁業資源の減少、

魚価の低迷、漁業就業者の減少や高齢化、さらに燃油をはじめとする漁業資材価格の

高騰による生産コストの増加により、非常に厳しい状況が続いている。

沿海地区 23 漁協の財務状況は、6 組合が当期損失金を計上しており、3 組合が繰越

欠損金を有している。

組合の事業（共済、購買、販売、製氷・冷凍・冷蔵等）の状況は、事業利益の 1組合

平均額が 79 万円のマイナスとなっており、13 組合が各事業の総利益では事業管理費を

賄うことができない状況にある。

また、組織面においても、漁業者の高齢化などが影響し、組合員総数は減少傾向が

続いており、組合運営は厳しい状況が続いている。

今後、組合が漁業者や消費者に望まれ、地域の中核的組織としての役割を果たして

いくためには、事業の適正な運営管理はもとより、近隣組合との事業統合や合併などの

組織再編を推進することで、抜本的な経営基盤の強化を図ることが求められている。
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２ 水産業協同組合の推移状況

令和７年 3 月 31 日現在の水産業協同組合数は、沿海地区漁協 23 組合、業種別漁協 3 組合、

内水面漁協 18 組合、生産組合 6 組合、水産加工協 8 組合、連合会 2 団体（漁連、信漁連を

除く）、計 60組合であり、合併等により組合数は減少傾向にある。

（１） 組合数の年度別推移

H16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

沿 海 地 区 41 41 41 41 40 40 32 32 32 32 31 31 31 31 28 28 28 23 23 23 23

業 種 別 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

内 水 面 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

生 産 組 合 21 20 20 21 20 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18 18 18 7 6 6 6

水 産 加 工 協 14 14 14 14 14 14 14 12 12 12 12 12 11 11 10 9 9 9 9 9 8

連 合 会 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

計 101 100 100 100 98 97 89 87 87 87 86 85 84 83 79 78 78 62 61 61 60

（単位：組合）

年
区分

※ 生産組合については、活動実態のないものに対し、令和 3年度に休眠組合のみなし解散制度

を適用した。なお、6組合中 3組合が活動休止中である。

101 100 100 100 98 97
89 87 87 87 86 85 84 83 79 78 78

62 61 61 60
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（組合）
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（２） 合併の状況(沿海地区)

市 町 村 名 被 合 併 組 合 名 新組合名 認可年月日 登記年月日 合併方式

大佐和町

（現富津市）
大貫、佐貫 大佐和 昭 41.5.30 昭 41.6.18 新 設

江見町

（現鴨川市）
江見、太海西部、太海 江見 昭 41.6.30 昭 41.7.1 〃

天羽町

（現富津市）
湊、竹岡、萩生、金谷 天羽 昭 42.3.24 昭 42.4.24 〃

館山市 館山、船形 館山船形 昭 42.6.30 昭 42.8.9 〃

白子町、長生村、

一宮町
白潟、南白亀、一松 長生 昭 42.9.30 昭 43.1.5 〃

大原町 大原町、岩船 大原町 昭 43.11.30 昭 43.12.24 吸 収

和田町 和田町、真浦南三原 和田町 昭 44.3.27 昭 44.5.19 〃

光町、八日市場市、

旭市、飯岡町、野栄町

海上郡、豊富、匝瑳郡、

飯岡町
海匝 昭 45.4.10 昭 45.4.27 新 設

館山市
香、下原塩見、浜田、見物、坂田、洲崎、

西川名、伊戸、根本
西岬 昭 45.12.27 昭 46.2.16 〃

千葉県鰹鮪、銚子鰹鮪 千葉県鰹鮪 昭 46.9.30 昭 46.10.29 吸 収

白浜町 白浜町長尾、白浜町白浜 白浜町 昭 48.3.29 昭 48.4.10 新 設

館山市 館山市相浜、館山市富崎 館山市相浜 昭 49.4.27 昭 49.6.11 吸 収

九十九里町 豊海、片貝 九十九里町 昭 50.1.14 昭 50.1.31 新 設

九十九里町 豊海、片貝水産加工協
九十九里町

水産加工協
昭 51.6.28 昭 51.8.2 〃

千倉町 七浦、七浦東部、千倉町川口 千倉町南部 昭 54.3.1 昭 54.3.23 〃

千倉町 平館、千倉 千倉町中央 昭 61.8.22 昭 61.9.1 〃

千倉町 千倉町白子、瀬戸 白子瀬戸 昭 63.8.26 昭 63.9.2 〃

富津市 富津、富津沖漁 富津 平 4.11.25 平 4.12.10 吸 収

大原町、岬町 大原町、太東 夷隅東部 平 8.1.25 平 8.2.1 新 設

銚子市
銚子市黒生、銚子市外川、銚子市、銚子市西、

銚子市川口、千葉県小型機船底曳網
銚子市 平 8.8.26 平 8.9.2 〃

勝浦市
大沢、浜行川、興津、鵜原、勝浦西部、川津、

勝浦市豊浜
新勝浦市 平 9.5.28 平 9.6.2 〃

鴨川市 江見、鴨川市 鴨川市 平 9.9.26 平 9.10.1 〃

千倉町
千倉町南部、忽戸、

千倉町中央、白子瀬戸
房州ちくら 平 9.10.28 平 9.11.10 〃

天津小湊町 天津、小湊 天津小湊 平 9.10.28 平 9.11.4 〃

御宿町 御宿町、岩和田 御宿岩和田 平 13.9.25 平 13.10.1 〃

白子町、大網白里町、

九十九里町、山武市、

横芝光町

長生、白里、九十九里町、

成東町、山武市蓮沼、横芝
九十九里 平 22.3.23 平 22.4.1 〃

南房総市、

鴨川市
白浜町、房州ちくら、和田町、天津小湊 東安房 平 23.2.25 平 23.3.1 〃

南房総市 岩井、富浦町 岩井富浦 平 26.12.24 平 27.1.5 〃

市川市 南行徳、市川市行徳 市川市 平 30.8.22 平 30.9.3 〃

館山市 館山船形、館山市相浜、館山市布良 館山 平 30.12.26 平 31.1.4 〃

富津市 新富津、富津市下洲 新富津 令 3.3.22 令 3.4.1 吸 収

木更津市 牛込、久津間、江川、木更津市中里、木更津 新木更津市 令 3.3.22 令 3.4.1 新 設

天羽 天羽、大佐和 天羽 令 7.3.27 令 7.4.1 吸 収

(令和 8 年 1 月 31 日現在）
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３ 沿海地区漁協の状況

（１）組合員

令和 7 年 3 月 31 日現在の組合員総数は、11,802 人（前年度比 98％）で、前年度より

265 人減少した。

なお、組合員資格別内訳は、正組合員 2,944 人（前年度比 130 人減）、准組合員 8,858 人

（前年度比 135 人減）である。

一方、漁業形態別正組合員数は、漁業者 2,654 人（前年度比 123 人減）、漁業従事者

242 人（前年度比 10 人減）、漁業生産組合 3 組合（前年度比増減無し）、法人 45 経営体

（前年度比 3 経営体増）であった。

表１ 組合員数の年度別推移 （単位：人）

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

正 9,216 6,212 6,210 5,815 5,505 5,186 4,968 4,750 4,636 4,442 4,052 3,884 3,664 3,476 3,288 3,074 2,944

准 6,485 9,198 9,041 9,300 9,392 9,582 9,547 9,559 9,503 9,446 9,560 9,419 9,260 9,212 9,100 8,993 8,858

計 15,701 15,410 15,251 15,115 14,897 14,768 14,515 14,309 14,139 13,888 13,612 13,303 12,924 12,688 12,388 12,067 11,802

年度

区分

図１ 組合員数の年度別推移

15,701 15,410 15,251 15,115 14,897 14,768 14,515 14,309 14,139 13,888 13,612 13,303 12,924 12,688 12,388 12,067 11,802

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

（人）

正 准
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表２ 組合員数合計 （単位：人）

3 2,944

90 0 1 294 295

個人 法人 小計

82 15 97 8,858

准組合員

漁業を
営む法人

7

加工業者

正組合員

漁 民

2,654 242 2,896 177

0 0

合 計

密接関
連事業
従事者

漁協
事業

従事者
小計

遊漁船業者

密接
関連

事業者

漁 協
漁業用無線

利用者

合 計

小計

8,223 146 8,369

うち
女性組合員

漁業
生産
組合

漁 民

地区内 地区外

漁業者 漁業従事者 小計

0

漁業を営む法人
（漁業生産
組合を除く）

45

漁協施設利用相当者

組合員
の家族

表３ 正組合員資格別組合数 （単位：組合）

日 数 別 ９０日 ９５日 １００日 １０５日 １１０日 １１５日 １２０日 左記以外 合計

組 合 数 22 0 0 0 0 0 1 0 23

表４ 正組合員別組合数 （単位：組合）

組 合 員 数 50人未満 50～99人 100～199人 200～299人 300～499人 500～999人
1,000 人
以 上

合計

組合数 5 8 6 2 2 0 0 23
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（２）役員及び職員

令和 7年 3月 31日現在の沿海地区漁協の役員数は合計で理事 180人、監事 54人である。

1 組合平均では、理事 7.8 人、監事 2.3 人となるが、理事数 9 人以下の組合が 18 組合と

最も多く、78％を占めている。

また、職員数は合計で 339 人（嘱託職員を除く）と前年度より 27 人減少し、1 組合

当たり平均 14.7 人となっている。参事あるいは会計主任を置いている組合（兼務を含む）

は 13 組合であり、参事は 13 人、会計主任は 1 人となっている。

表５ 役員数（合計） （単位：人）

計

総 数 13 (5) 167 (1) 180 54 (3) 234 (9)

１組合当たり 0.6 7.3 7.8 2.3 10.2

区 分
理 事 監事

（うち員外）
合計

（うち員外）常勤（うち員外） 非常勤（うち員外）

表６ 理事数別組合数 （単位：組合）

理 事 数 別 ９人以下 １０～１４人 １５～１９人 ２０人以上 合計

組 合 数 18 4 1 0 23

表７ 職員数別組合数 （単位：組合）

員 数 別
３ 人
未 満

３ ～
５ 人

６～
９人

１０～
１４人

１５～
１９人

２０～
２９人

３０～
４９人

５０～
９９人

100人
以上

計
職員のい
ない組合

合計

組 合 数 2 1 7 8 2 1 0 2 0 23 0 23

※嘱託職員を除く。

表８ 年齢別、性別職員数（合計） （単位：人）

20 歳 未 満 20 ～ 29 歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳
60 歳
以 上

合計

男 2 41 46 72 78 11 250

女 0 17 20 16 31 5 89

計 2 58 66 88 109 16 339

年 齢 別
性別

※嘱託職員を除く。

表９ 担当業務別職員数（合計） （単位：人）

業 務 参 事
会 計
主 任

共 済 購 買 販 売
製 氷
冷 凍

加 工
漁 業
自 営

指 導 その他 管 理 合 計

人 数 13.0 1.0 15.2 27.0 129.4 22.9 3.9 29.7 26.3 13.9 56.7 339.0

※嘱託職員を除く。
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（３） 事業状況

① 信用事業

平成１７年１２月１日をもって、全ての漁協で千葉県信用漁業協同組合連合会（現・東日本

信用漁業協同組合連合会）への事業譲渡が完了した。

② 共済事業

令和 6 年度において共済事業を実施した組合は 22 組合であり、取扱実績（共済金額）は

長期共済 70,741 百万円（対前年度比 1.6％減）、短期共済 62,501 百万円（対前年度比

4.4％減）となっている。

表１０ 共済保有高の年度別推移 （単位：百万円）

R 元 2 3 4 5 6

長 期 共 済 79,304 78,155 75,844 74,797 71,899 70,741

短 期 共 済 79,288 71,366 68,682 65,937 65,386 62,501

年度

区分

40,000

60,000

80,000

100,000

R元 2 3 4 5 6

百万円

年度

長期共済

短期共済

図２ 共済事業（共済保有高）の推移
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③ 購買事業

令和 6 年度において購買事業を実施した組合は 23 組合すべてであり、供給高は

2,921,881 千円で前年度に比べ 0.9%減少した。

取扱品目別では、石油類 2,134,748 千円（全供給高の 73.1％）、漁業資材類 725,989
千円（同 24.8％）、生活用品 61,144 千円（同 2.1％）となっている。

表１１ 購買品供給高の年度別推移 （単位：千円）

R元 2 3 4 5 6

3,574,406 2,963,022 2,853,394 3,041,584 2,947,694 2,921,881

石 油 2,593,428 2,102,732 2,214,216 2,354,102 2,268,391 2,134,748

資 材 873,734 765,528 557,704 621,573 617,351 725,989

生 活 用 品 107,244 94,762 81,474 65,909 61,952 61,144

97% 83% 96% 107% 97% 99%

供 給 高

内
訳

前 年 度 対 比
（ 供 給 高 ）

年度
区分

石油

77.0%

資材

20.9%

生活

用品

2.1%

石油

73.1%

資材

24.8%

生活

用品

2.1%

25

30

35

40

R元 2 3 4 5 6

億円

年度

（令和５年度） （令和６年度）

図４ 供給高の推移

図３ 購買品目の割合
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④ 販売事業

令和 6 年度において販売事業を実施した組合は 22 組合であり、取扱高は 37,398,299
千円で前年度に比べ 14.8%減少した。

取扱品目別では、生鮮魚貝藻類が 34,696,864 千円（全取扱高の 92.8％）、水産製品・

加工品は 2,487,084 千円（同 6.7％）、その他 214,351 千円（同 0.6％）となっている。

表１２ 取扱高の年度別推移 （単位：千円）

R元 2 3 4 5 6

44,982,774 45,017,609 39,523,174 45,329,580 41,807,998 34,696,864

779,448 1,477,326 1,476,629 1,671,177 1,526,727 2,487,084

468,769 453,798 803,796 831,154 577,764 214,351

46,230,991 46,948,733 41,803,599 47,831,911 43,912,489 37,398,299

受 託 販 売 45,975,196 46,774,760 41,613,619 47,598,375 43,697,975 37,168,484

買 取 販 売 255,795 173,973 189,980 233,536 214,514 229,815

88% 102% 89% 114% 92% 85%

計

内
訳

前 年 度 対 比
（ 計 ）

生 鮮 魚 貝 藻 類

水産製品・加工品

そ の 他

年度
区分

生鮮魚

貝藻類

95.2%

水産製品・

加工品

3.5%

その他

1.3%

生鮮魚

貝藻類

92.8%

水産製品・

加工品

6.7%

その他

0.6%

300

350

400

450

500

R元 2 3 4 5 6

億円

年度

100

200

300

400

R元 2 3 4 5 6

百万円

年度

（令和５年度） （令和６年度）

図５ 取扱品目の割合

【受託販売】

図６ 取扱高の推移

【買取販売】
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⑤ 製氷冷凍冷蔵事業

令和６年度において製氷事業を実施した組合は 14 組合、冷凍冷蔵事業を実施した組合は

11 組合である。取扱高は、製氷事業 578,577 千円（全取扱高の 63.5％）、冷凍冷蔵事業

333,107 千円（全取扱高の 36.5％）、計 911,684 千円と、前年度と比べ 22.7％減少した。

表１３ 冷凍事業取扱高の年度別推移 （単位：千円）

R元 2 3 4 5 6

667,053 605,074 626,663 615,622 629,431 578,577

1,064,027 1,550,855 671,593 722,717 550,229 333,107

1,731,080 2,155,929 1,298,257 1,338,339 1,179,660 911,684

103% 125% 60% 103% 88% 77%
前 年 度 対 比

（ 計 ）

製 氷

冷 凍 冷 蔵

取 扱 高 合 計

年度
区分

製氷

53.4%

冷凍

冷蔵

46.6%

製氷

63.5%

冷凍

冷蔵

36.5%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R元 2 3 4 5 6

百万円

年度

取扱高合計

冷凍冷蔵

製氷

（令和５年度） （令和６年度）

図７ 製氷冷凍冷蔵事業の割合

図８ 製氷冷凍冷蔵事業の推移
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（４）財務状況

① 財産状況

令和 6 年度における 1 組合当たりの平均財務規模は 1,004,212 千円で、5 年度と

比べ 24,704 千円減少（対前年度比 2.4％減少）した。

負債・純資産の部では、1 組合当たり平均当期未処分剰余金は、5 年度は 12,483 千円で

あったのに対し、6 年度は▲11,167 千円となった。

今後、事業収支の改善による繰越欠損金の解消や増資による自己資本の充実が望まれる。

表１４ 比較貸借対照表（１組合平均）

（単位：千円）

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

現金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

預金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

有価証券 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸付金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

370 0.0 251 0.0 333 0.0 368 0.0 382 0.0 439 0.0 330 0.0

事業未収金 94,043 11.7 79,146 9.7 70,847 8.5 89,200 8.6 92,794 9.1 95,342 9.3 97,033 9.7

棚卸資産 30,312 3.8 23,968 2.9 24,899 3.0 31,988 3.1 32,006 3.1 36,450 3.5 38,261 3.8

その他 196,366 24.4 213,147 26.1 215,642 26.0 252,815 24.3 224,699 22.0 273,280 26.6 213,928 21.3

うち現金 2,809 0.3 1,990 0.2 2,048 0.2 2,996 0.3 3,428 0.3 4,302 0.4 3,072 0.3

うち預金 158,937 19.8 182,286 22.3 187,021 22.6 212,320 20.4 200,010 19.6 175,177 17.0 185,061 18.4

うち貸倒引当金 ▲ 24,024 ▲ 22,274 ▲ 20,623 ▲ 18,017 ▲ 27,053 ▲ 28,343 ▲ 14,473

計 320,722 39.9 316,261 38.7 311,388 37.6 374,003 35.9 349,499 34.2 405,072 39.4 349,221 34.8

有形固定資産 317,657 39.6 314,422 38.5 331,972 40.0 436,014 41.9 447,604 43.8 400,108 38.9 393,355 39.2

無形固定資産 1,058 0.1 968 0.1 1,164 0.1 1,301 0.1 1,462 0.1 2,790 0.3 2,775 0.3

外部出資 115,353 14.4 115,520 14.1 114,999 13.9 140,094 13.5 140,138 13.7 139,356 13.5 139,670 13.9

その他 29,089 3.6 51,744 6.3 53,511 6.5 71,555 6.9 68,072 6.7 68,030 6.6 105,866 10.5

計 463,157 57.7 482,654 59.0 501,647 60.5 648,963 62.3 657,276 64.3 610,285 59.3 641,665 63.9

18,917 2.4 18,507 2.3 15,635 1.9 17,890 1.7 14,397 1.4 13,120 1.3 12,996 1.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

803,166 100.0 817,673 100.0 829,003 100.0 1,041,225 100.0 1,021,553 100.0 1,028,916 100.0 1,004,212 100.0

勘定科目

信

用

事

業

資

産

共済事業資産

固

定

資

産

令和4年度令和3年度 令和6年度

資 産 の 部

合計

繰延資産

令和2年度

その他の資産

流

動

（
経

済

事

業

）
資

産

令和元年度平成30年度 令和5年度
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（単位：千円）

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

１組合
平均

比率
％

貯金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

借入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

17,622 2.2 7,192 0.9 8,186 1.0 9,200 0.9 8,921 0.9 3,476 0.3 4,647 0.5

事業未払金 70,406 8.8 56,181 6.9 56,112 6.8 68,197 6.5 76,863 7.5 51,450 5.0 57,009 5.7

借入金 54,749 6.8 48,311 5.9 53,029 6.4 60,400 5.8 48,010 4.7 41,447 4.0 35,346 3.5

その他 36,934 4.6 47,626 5.8 41,911 5.1 84,229 8.1 102,793 10.1 60,391 5.9 48,690 4.8

計 162,089 20.2 152,118 18.6 151,051 18.2 212,826 20.4 227,665 22.3 153,288 14.9 141,045 14.0

76,907 9.6 75,418 9.2 71,753 8.7 84,185 8.1 79,355 7.8 76,968 7.5 70,345 7.0

長期借入金 131,548 16.4 147,483 18.0 152,037 18.3 189,205 18.2 188,474 18.4 251,115 24.4 240,416 23.9

その他 38,452 4.8 38,711 4.7 42,467 5.1 52,809 5.1 50,707 5.0 49,269 4.8 48,613 4.8

計 170,000 21.2 186,194 22.8 194,504 23.5 242,014 23.2 239,181 23.4 300,384 29.2 289,030 28.8

6,774 0.8 37,695 4.6 42,413 5.1 45,471 4.4 8,921 0.9 3,476 0.3 3,121 0.3

433,392 54.0 451,425 55.2 459,722 55.5 584,496 56.1 555,123 54.3 534,116 51.9 508,188 50.6

払込済出資金 223,351 27.8 218,516 26.7 214,300 25.9 257,660 24.7 253,750 24.8 245,506 23.9 241,291 24.0

特別準備金 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計 諸積立金等へ集計

諸積立金等 158,230 19.7 160,642 19.6 147,658 17.8 203,282 19.5 219,251 21.5 236,811 23.0 265,900 26.5

当 期 未 処 分
剰 余 金

▲ 11,805 ▲ 1.5 ▲ 12,910 ▲1.6 ▲ 7,324 ▲ 0.9 ▲ 4,214 ▲ 0.4 ▲ 6,570 ▲ 0.6 12,483 1.2 ▲ 11,167 ▲ 1.1

計 369,776 46.0 366,248 44.8 369,282 44.5 456,728 43.9 466,430 45.7 494,801 48.1 496,024 49.4

803,167 100.0 817,673 100.0 829,003 100.0 1,041,225 100.0 1,021,553 100.0 1,028,916 100.0 1,004,212 100.0

信
用
事
業
負
債

固
定
負
債

合計

共済事業負債

流
動

(

経
済

事
業

)

負
債

諸引当金

その他の負債

負債合計

純

資

産

（
資

本

）

勘定科目

平成30年度 令和5年度令和3年度 令和6年度

負 債 ・ 純資産（資 本） の 部

令和4年度令和2年度令和元年度
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② 経営状況

令和 6 年度における当期剰余金計上組合は、17 組合（74％）であり、当期損失金計上

組合は 6 組合（26％）となっている。

1 組合当たりの事業総利益は 171,036 千円で前年度に比べ 0.1％減少、事業管理費は

171,825 千円で 1.4％減少し、この結果、1 組合当たりの事業総利益対事業管理費率は、

100.5％（前年度 101.8％）となった。

図９ 事業総利益の事業別構成比
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Ⅱ 水産業協同組合の組織状況
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１ 漁業協同組合等の組織状況

組
合
数

組
合
員
数

役員数 職員数
総
代
会
□
有
□
□
組
合

理 事

監
事

合
計

参
事

会
計
主
任

□
□
他

合
計常

勤

非
常
勤

沿海地区漁業協同組合 23 11,802 13 167 54 234 14 1 384 399 4

業種別漁業協同組合 3 999 34 7 41 1 14 15 1

内水面漁業協同組合 18 1,974 2 136 42 180 3 17 20 3

水産加工業協同組合 8 148 43 16 59 1 14 15

漁業生産組合 3 40 3 11 6 20 26 26

２ 漁業協同組合連合会の組織状況

設
立
登
記
年
月
日

会
員
数

役員数 職員数（※)

理事数

監
事

合
計

参
事

□
□
他

合
計常

勤

非
常
勤

千葉県漁業協同組合連合会 S27.7.10 31 2 7 3 12 1 41 42

東日本信用漁業協同組合連合会 S25.12.14 366 3 4 7 328 328

千葉県内水面漁業協同組合連合会 S26.5.17 17 1 7 2 10 1 1

千葉県水産加工業協同組合連合会 S54.3.15 12 1 4 2 7 1 1

※嘱託職員を除く

区分

組合名

連合会名

区分

（単位：組合・人）

（単位：組合・人）
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Ⅲ 参考資料
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沿海地区漁業協同組合の比較統計表

１ 組合員

（１）資格別組合員数の推移

（単位：人）

２ 総代会

（1）総代会を置いている組合数と正組合員数 （単位：組合）

（２）総代の定数別組合数 （単位：組合）

1000人以上 小計

19

300

9

104

0

8,993

12,067

5

2,777

252

3

42

3,0744,750

漁 業 者

漁業従事者

計

正

組

合

員

漁

民

組合員の家族

正・准組合員合計

漁業を営む法人

加 工 業 者

遊 漁 船 業 者

計

漁協施設利用相当者

准

組

合

員

地 区 内

地 区 外

4,110

漁業生産組合

漁

民

漁業を営む法人

H27

496

2

39

353

9,503

14,139

8,935

64

2 3 4

4,213

28 29 30 R元

3,169 2,9893,931 3,2893,668

469

3

39

60 64

14,309

9

126

2

9,559

8

127

2

3,508

336

3

37

3,884

8,802

122

78

484

2

40

4,636

8,887

65

62

361

61

332

3

40

3,664

8,633

107

343

3

38

4,052

8,954

13,888

4,442

8,847

68

2

107

78

83

9,260

317

9

110

83

1

333

9,560

13,612

1

9,4199,446

2

339

8

122

86

3,476

8,584

10

108

1

9

108

255

3

41

323321

103

263

3

41

6

2,654

242

3

45

2,944

8,223

91

146

90

3,288

8,463

105

8,350

140

90

23

300～499人 500～999人

0 4

12,68812,924

295

7

総代会を置
いていない

合計

97

0

12,388

9,212

2 0

8,858

11,802

0

9,100

13,303

330

115

合計

4

100人以上

30

80～89人

1

90～99人

0

70～79人

0組合数

正組合員数 299人以下

50～59人

0

組合数 2

総代定数 60～69人

区分

年度

27



３ 信用事業

（１）実施状況

４ 購買事業

（1）実施状況 （単位：組合）

（２）取扱高別組合員数（正及び准組合員の合計）別組合数 （単位：組合）

100 万
未 満

100 ～
500 万
未 満

500 ～
1,000万
未 満

1,000～
2,000万
未 満

2,000～
5,000万
未 満

5,000万
～1億
未満

1～2億
未 満

2～5億
未 満

5 ～
10 億
未 満

10億
以上

合 計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 0 2 1 0 0 0 0 5

0 0 0 0 1 0 1 2 0 0 4

0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 3

0 0 0 0 2 2 3 0 0 0 7

0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2

1 1 0 0 5 6 5 4 1 0 23

50 人 未 満

50 ～ 99 人

100 ～ 199 人

計

200 ～ 299 人

300 ～ 499 人

500 ～ 999 人

1,000 人 以 上

平成１７年１２月１日をもって、全ての漁協で千葉県信用漁業協同組合連合会（現・東日本
信用漁業協同組合連合会）への事業譲渡が完了した。

購買事業を行った組合数

23

購買事業を行わなかった組合数

0

合計

23

取扱高別

組合員

28



５ 販売事業

（１）実施状況 （単位：組合）

（２）取扱高別組合員数（正及び准組合員の合計）別組合数 （単位：組合）

1,000万
未 満

1,000～
2,000万
未 満

2,000～
5,000万
未 満

5,000万
～ 1 億
未 満

1～２億
未 満

２ ～ ５
億

未 満

５ ～
10 億
未 満

10 ～
50 億
未 満

50億
以上

合 計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 2 0 2 0 0 0 4

0 0 0 0 0 1 1 2 0 4

0 0 0 1 0 0 1 0 1 3

0 0 0 0 2 1 2 2 0 7

0 0 0 0 0 0 0 2 0 2

0 0 0 0 0 0 0 2 0 2

0 0 0 3 2 4 4 8 1 22

６ 純資産（自己資本）の状況

＊ 参考

７ 出資金額別組合数 （単位：組合）

出 資
金額別

100万
未満

100～
300万
未満

300～
500万
未満

500～
1,000万

未満

1,000～
2,000万

未満

2,000～
5,000万

未満

5,000万
～1億
未満

1億～
2億
未満

2億～
5億
未満

5億～
10億
未満

10億
以上

合計

組合数 0 0 0 0 1 3 6 4 6 2 1 23

受託販売だけを
行った組合数

500～999人

12217

50人未満

200～299人

300～499人

合計

23

買取販売だけを
行った組合数

0

小計
販売事業を行わな

かった組合数

計

受託及び買取販売
を行った組合数

5

50～99人

100～199人

1,000人以上

１０２億５４９３万円

純資産（自己資本）
（準備金・積立金を

含む）

５年度 ４年度 ３年度 ２年度 R元年度

１１３億８０４１万円 １０７億２７９０万円 １０５億０４７５万円 １０３億３９８９万円

取 扱 高

組合員数

純資産（自己資本）
（準備金・積立金を含む）

払込済出資金

固定資産
（繰延資産を含む）

６／元年度

４億９６０２万円

６年度

１１４億０８５６万円

５５億４９７０万円

１５０億５７２１万円

２億４１２９万円 ９８.３％ ９０.７％

６億５４６６万円 １０５.０％ １０７.３％

１組合平均 ６／５年度

１００.２％ １１１.２％

29



８ 損益別組合数

（１）当期損益金額別組合数

１００万円
未満

100～
500万
未満

500～
1000万
未満

1000～
5000万
未満

5000万～
1億円
未満

1億円
以上

合計

当期剰余金
又は

損失金の
ない組合

利益組合数 2 2 4 7 0 2 17

損失組合数 0 1 1 1 1 2 6

（２）繰越剰余金又は繰越損失金額別組合数

（単位：組合）

100万円
未満

100～
500万
未満

500～
1000万
未満

1000～
5000万
未満

5000万～
1億円
未満

1億円～
5億円
未満

5億円～
10億円
未満

10億円
以上

合計

繰越剰余金
又は

損失金の
ない組合

繰越剰余金の
ある組合 5 2 3 4 1 0 0 0 15

繰越損失金の
ある組合数 0 0 0 1 0 2 0 0 3

９ 主要項目対全国比較表

（１）組織の状況（組合員数・役員数・職員数）
（単位：人）

正組合員 准組合員 合計 常勤理事
非常勤
理事

監事 合計
参事

会計主任
一般職員 合計

県 平 均 128.0 385.1 513.1 0.6 7.3 2.3 10.2 0.7 16.7 17.3

全 国 平 均
（令和5年度）

126.5 166.1 292.6 0.4 6.8 2.5 9.7 0.6 11.9 12.6

（２）事業等の取扱高
（単位：万円）

共 済
（ 長 期 ）

購 買
（供給高）

販 売
（販売高）

製氷冷凍
冷 蔵

漁業自営
(漁獲高）

固 定 資 産
（繰延資産
含 む ）

自己資本
払 込 済
出 資 金

(22) (23) (22) (16) (13)

321,550 12,704 169,992 5,698 24,171 65,466 49,602 24,129

全 国 平 均
（令和5年度）

299,536 23,979 161,241 48,493 15,020 37,258 44,144 21,861

＊全国平均は水産庁「水産業協同組合統計表」による。
＊県平均上段（ ）書は事業実施組合数であり、数値は実施組合の平均。
＊財務については23組合の平均。

（単位：組合）

0

県 平 均

事 業 別 取 扱 高 財 務

組 合 員 数 役 員 数 職 員 数

5

金額別

金額別
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Ⅳ 水産業協同組合所在図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 意 
本所在図は令和８年１月３１日現在である。 
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水 産 業 協 同 組 合 所 在 図 （ 沿 海 地 区 ）

千葉市

市
川
市

船橋市

館山市

木更津市

松戸市

茂原市

成田市

佐倉市

東金市

匝瑳市習志野市

柏市

勝浦市

市原市

流
山
市

我孫子市

鴨川市

鎌ヶ谷市

君津市

富津市

浦安市
四街道市

袖ヶ浦市

八
街
市

印西市
白井市

酒々井町 富
里
市

栄町

神崎町

多古町

東庄町

大網白里市
九十九里町

山武市

横芝光町

芝山町

一宮町
睦沢町

長生村

白子町長柄町

長南町

大多喜町

いすみ市

御宿町

鋸南町

南房総市

野田市

香取市

旭市
八千代市

銚子市

1 2

3

4

5
6

7

8

9

10
11

1213

14

15

16
17

20

21

22

1 . 市川市 17 . 勝浦

2 . 船橋市 18 . 御宿岩和田

3 . 金田 19 . 夷隅東部

4 . 新木更津市 20 . 九十九里

5 . 富津 21 . 海匝

6 . 新富津 22 . 銚子市

7 . 天羽

8 . 鋸南町保田

9 . 鋸南町勝山

10 . 岩井富浦

11 . 館山

12 . 西岬

13 . 波左間

14 . 東安房

15 . 鴨川市

16 . 新勝浦市

※本所在図は令和８年１月３１日現在である。
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水産業協同組合所在図（内水面、加工）

千葉市

市
川
市

船橋市

館山市

木更津市

松戸市

茂原市

成田市

佐倉市

東金市

匝瑳市習志野市

柏市

勝浦市

市原市

流
山
市

我孫子市

鴨川市

鎌ヶ谷市

君津市

富津市

浦安市
四街道市

袖ヶ浦市

八
街
市

印西市
白井市

酒々井町 富
里
市

栄町

神崎町

多古町

東庄町

大網白里市
九十九里町

山武市

横芝光町

芝山町

一宮町
睦沢町

長生村

白子町
長柄町

長南町

大多喜町

いすみ市

御宿町

鋸南町

南房総市

野田市

香取市

旭市
八千代市

銚子市

1
2

3

4

5
7

9

10

11

12

13 14

15

16

17

18

1 . 松戸市 1 . 千倉

2 . 手賀沼 2 . 九十九里町

3 . 我孫子手賀沼 3 . 旭

4 . 印旛沼 4 . 銚子東浜

5 . 養老川 5 . 銚子丸中

6 . 小櫃川 6 . 銚子丸振

7 . 小糸川 7 . 全銚子市

8 . 湊川

9 . 安房淡水

10 . 夷隅川

11 . 一松内水面

12 . 南白亀川

13 . 栗山川

14 . 下利根

15 . 中利根

16 . 笹川

17 . 北総

18 . 佐原

※本所在図は令和８年１月３１日現在である。
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